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開催日時 令和８年３月 23 日（月）午前９時から午前 10 時 10 分まで 

開催場所 伊豆の国市役所 伊豆長岡庁舎３階 第４会議室 

出席した委員 小泉会長、佐野委員、鈴木由紘委員、鈴木広昭委員、中野委員、松下委員 

欠席した委員  

市出席者 行政経営課長、行政係１名 

１ 開会 

事務局の進行により開催した。 

  開会にあたり、小泉会長が挨拶を行った。 

発言者 発言内容 

会長 行動計画は、最終的には市が責任を持って策定するものなので、委員の

皆様には第三者の視点から忌憚のない意見を言っていただければと思

う。本日もよろしくお願いいたします。 

 

２ 議事 

伊豆の国市行財政改革推進委員会条例第８条第２項の規定により、会長の進行により、

議事を進めた。 

また、議事録署名人に中野委員を指名した。 

⑴ 第３次行財政改革大綱後期行動計画の進捗管理（令和７年度実績）について 

会長は、第３次行財政改革大綱後期行動計画の進捗管理（令和７年度実績）について、

事務局へ説明を求めた。 

事務局は、資料１に基づく説明を行った。 

会長は、第３次行財政改革大綱後期行動計画の進捗管理（令和７年度実績）（２月時点）

について、委員に意見を求めた。 

発言者 発言内容 

委員 オンライン申請化された手続件数が大きく増加したことはすごく良

い。AI 等を積極的に使っていくことは良いことだと思う。 

委員 DX を非常に進めていった１年でその効果も出ている一方で、進行管理

票の取組のうち担当課の評価が▲方向転換となったものは全て人に絡む

取組。生産年齢人口が減っていく中で、病欠者が増えたり、パワーアップ

ラボが開催できなかったりと、人材への注力が全般的に落ちた理由が何

だったのかを振り返る必要がある。 

個別の取組ごとの参考指標はあるが、全般的な取組に対する KPI とし

て、これだけデジタル化が進んでいるということであれば、例えば職員の

数を減らせているのか、市民の満足度が上がっているのかなどの指標を

設けたほうが良いのではないかと思う。 

また、人のマネジメントという点で、正規職員の１年間の離職者数が分

かればお聞きしたい。 

事務局 人事異動の内示をざっと数えたところでは、令和７年度中の退職者は、
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定年退職以外で５名、保育士等の専門職は６名。 

会長 一般職の職員は何名か。 

事務局 市長部局は正規職員が 256 人。 

委員 一般的に、３年以内の離職率が３割で、若い方が辞めていく傾向が高い

と言われている中で 256 人中５名であれば離職率としては低い方ではな

いかと思う。 

会長 離職する方は若手が多いのか、10 年以内の人が多いのか、それとも 50

歳以上の人が多いのか。 

事務局 令和７年度の退職者は比較的若い人のようである。 
 

委員 私も DX の活用はやはりもっと進めていくべきだと思うが、この計画の

表現を見ると、例えばペーパーレスをやりたいというときに啓蒙を実施

するといった表現になっている。啓蒙を実施すると果たしてペーパーレ

スになるのかというところが見えてこない。 

また、事務局の口頭説明でテレワークが実現できていないという話が

あったが、今日オンラインと現地で会議を行っているように、直接会わな

ければいけないからできないということではなく、会わなくてもできる

方法が何かないかを考えていく必要があると思う。 

委員 業務の DX と、やはり人づくり、職員のモチベーションとかチームワー

クといった部分と、広域化の取組はこれからも力を入れていくべきと感

じている。 

進行管理票を見ると、前回に比べて▲方向転換や△一部実施が増えた

などはあるが、担当課の評価や過去の内容が４年分記載されているので

分かりやすい。この管理票の中で事業の優先順位や重要度を見える化で

きるとなお良いと思う。 

DX については、進行管理票 46 件のうち DX 関係が 20 件程度とかなりの

ウエイトを占めるので、次期の計画でも大事だと感じる。 

人づくりについては、パワハラの相談窓口や研修会を増やしたといっ

た実績があるが、それだと定量的な変化は分かるが具体的な効果の見方

としてはどうかと思う。 

最後に、職員提案制度ではなく改善事例を共有していくという話があ

ったが、具体的に内部で何か表彰制度的なものをやっているのか。職員の

モチベーションを上げていくには何かそういった要素が必要ではない

か。 

委員 DX については部署ごとに取組を続けている中で、伸ばせる部分とやは

りデジタル化するのは違うのではないかといった部分が出てきているの

ではないかと思う。デジタル化や数値目標に逆に囚われてはいないか。 

また、人づくりについては起きてしまったことに対する対策もそうだ

が、人材の育成や働きやすさなど少し前向きな部分に着手できているの

かが気になっている。 
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会長 私が気づいた点で言うと、進行管理票 26 番の今後に向けた課題等の部

分に、施設の統合などの方向性の判断を行うとあるが、公共施設再配置計

画（中期）では文化施設の統合はしないので、どこの施設のことを指して

いるのか気になった。計画では、耐用年数が十分にあるものを無理に統合

して解体する必要はないので、それぞれの施設の特徴を活かしていく、効

率化を図っていくということになっている。また、指定管理の話をすると

指定管理ありきの話になるが、指定管理者は結局業務ごとに再委託する

ことになる。指定管理をしないことと業務委託のやり方を見直すことは

違うと思う。 

補助金の見直しについては、担当課から自主的に出てくる性格のもの

ではないので、財政と行革で全庁的にガイドラインを作ることは良いと

思うが、特定の補助金を選定して見直しの方針を出してやっていかない

と難しいのではないか。 

進行管理票 35 番のオンライン面接の導入については、伊豆の国市レベ

ルだとあまり意味がないのではないか。全国から人を集めたいのか、遠方

からも採用したいのか、目的がはっきりしないという気がしている。 

最後に、市民ニーズの把握ということで進行管理票７番～９番まであ

るが、第一に市民ニーズの把握をすべきなのは関係各課であって、企画課

や行政経営課といった課が集めてきて担当課に伝えても間接的であるた

め伝わらない場合が多い。むしろ普段から各課が関係団体等からしっか

り情報を集めて共有することが重要。 

委員 進行管理票 29 番の伊豆市と伊豆の国市の連携について、今後に向けた

課題等が空欄となっているが、来年度以降はどんな連携を行っていくの

か。 

事務局 広域連携については、伊豆市や函南町など近隣の市町と事務研究会等

は継続して実施している状態だが、今後新たに連携しながら組織を作る

という動きについては把握していない。 

委員 進行管理票 35 番の今後に向けた課題等にオンライン面接を導入しない

方針としたという記載があるが、当初の目的は受験者数が減少している

から導入するという話であったと思う。最終的に辞める理由が相手の雰

囲気や人物像の見極めが難しいということであれば、目的に対する振り

返りがずれていると思う。 

進行管理票には取組を書いてあるので、何故この取組をするのかが抜

けたまま振り返りを行っている取組が他にもあるのではないか。振り返

りがずれてその後の計画がずれるといった連鎖をしないように気を付け

る必要がある。 

 

⑵ 第４次行財政改革大綱行動計画の策定について 

会長は、第４次行財政改革大綱行動計画案について、事務局へ説明を求めた。 

事務局は、資料２に基づく説明を行った。 
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会長は、第４次行財政改革大綱行動計画案について、委員に意見を求めた。 

発言者 発言内容 

委員  議題１の進行管理票ではデジタル人材育成研修の実施の評価が◎とな

っていたが、この研修をしたことで第４次行動計画にどんなことが反映

できそうかをお聞きしたい。 

事務局 研修では、今年度一回目のグループでは自分の業務を振り返ってどう

やって効率化していくかを考え、昨年度に受けたグループが三島市と伊

豆市と合同でキントーン等を利用して課題の解決に取り組むという形で

ステップアップをしている。今後はこういった考え方を他の定常業務に

も広げていこうというところ。 

委員  業務内容や目的に応じて適切なデジタル技術を選定し活用すること

で、市民や企業、職員等の負担を軽減するための行政事務の効率化を図る

とあるが、業務をやめるということも明言したほうが良いのではと思う。

DX でも標準化でもないが、無駄な業務をやめるということも効率化にな

る。 

 二つ目は、人材のマネジメントについて、基本的な方針では立派な記載

があるが取組事項の中には人に関することがないので、人に関してちゃ

んとやるということを明言したほうが良いと思うので、ぜひ入れていた

だきたい。 

 三つ目は、今の計画案にはないが、計画したことが順調にできているか

を図るための KPI が欲しいということである。 

また、もし入れられるのであれば、従業員満足度の調査は明言してほし

い。職員のエンゲージメントややりがいを測ることは必須だと思う。以前

職員アンケートをやったと聞いたことがあるが、その後継続したとは聞

いていないため。 

委員 取組事項６の取組内容について、第３次の計画ではパワハラ対策に少

しフォーカスしている印象を抱いたが、今回はハラスメント対策となっ

ている。ハラスメント全般でいくのであれば産業医の活用などを入れて

いくほうが具体的な取組になるのではないか。 

また、正規職員の男女割合は把握しているか。現在はどんな組織でも女

性活躍という項目が結構入っているので、その視点が必要ではないかと

思う。 

事務局 令和８年１月現在で、正規職員は男性が 197 人、女性が 209 人となっ

ている。 

委員 第３次の取組がどのように第４次に引き継がれていくかが気になって

いる。また、事業の重要度や優先順位をやはり見える化したほうがいいの

ではと思う。 

委員 デジタル化の取組は DX 推進計画で進行管理をしていくということだっ

たが、それは今までもやっていて、大きく変わるとか見えにくくなるとい

うことではないということで良いか。 
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事務局 これまでも DX 推進計画で何年度までに何に取り組むという進行管理は

行っているので変わらない。 

委員 先ほど他の委員も発言されていたように、なぜそれをやるのかという

ところが一番重要だと思う。組織になると、もちろん目標を立てて数値を

置いて管理しなければならない部分はあるが、その数字を達成する目的

を振り返って、例えばやらなくていいという結果がしっかり得られたの

であればやらないなど、数値目標の達成だけに縛られないようにする必

要がある。なぜその取組を行うのか、達成した状態がどういう状態なのか

を共有した上で、ずれのないＫＰＩが入れられると良い。 

また、選ばれる職場環境の醸成の取組は対処療法的なものが並んでる

ところがあるので、民間の企業がどのような研修を取り入れてるかを参

考にするなどして、大きく組織を変えるというよりその外部講師を招い

たり、そのシステムを導入したりするとやりやすいのではと思う。 

会長 各取組事項には所管部署という記載があるが、これらは全庁的に取り

組むべきことなので、例えば総括部署にするなど、書き方を変えたほうが

良いと思う。 

例えば、地域ニーズの把握と政策への反映では所管部署が企画課と行

政経営課となっていて、市民アンケートの実施と補助金の可視化がある

が、本来は、各部署で日頃から市民ニーズの把握をしてそれを政策に反映

するということを当然やっているはずである。DX についても情報政策課

はサポートするが、やはり各担当課が自分の業務をどうやって DX 化して、

効率化したり、今までできなかったことをするかという検討を行ってい

くことが必要なので、その部分を分かるようにしたほうが良い。 

また、職員提案制度では、静岡県は発表会を行って表彰するということ

を 20 年ほど行っているが、やはりそういう意識づけのイベント的な要素

が必要ではないかと思う。 

委員 質問になるが、この計画内容を職員一人一人にどうやって落としてい

くのかを確認したい。 

事務局 職員への周知については、計画策定後、それぞれの取組の推進について

庁内で掲示板等で周知する。また、管理職会議で説明し、管理職から各担

当職員に伝えるという方法を考えている。 

委員 一般職員に落とす過程でなぜその取組を行うかという目的がどんどん

薄れてしまうということがあると思うので、展開の仕方も重要だと思う。 

委員 広域行政の強化については今回は特に盛り込まないということで良い

か。 

会長 ピンポイントではないが総合計画のほうにあったのではないか。 

事務局 広域連携については第３次総合計画で取り上げていて、行動計画では

取組事項７に連携するにあたって市の考えや行政情報を積極的に公開、

共有するということを記載した。 

  会長は、議事の終了を宣言し、進行を事務局に戻した。 
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３ 閉会 

  事務局が令和７年度第４回伊豆の国市行財政改革推進委員会の閉会を告げた。 

 
 

令和８年４月 14日 

 


